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工作機械メーカーのソリューション・ビジネス 

～日本メーカーは第４次産業革命に対応できるか～ 

榎本俊一(経済産業省) 

(キーワード)第４次産業革命、工作機械、ソリューション・ビジネス 

 

１．1990 年代以降、我が国工作機械メーカーは、円高によるコスト競争力低下に苦しみつ

つ、経済のグローバル化に対応してきた。1990 年代、円高を好機とした韓国メーカー家                                                                                      

の低・中価格帯参入に対しては複合加工機・５軸制御機の開発など高付加価値化により

対抗。2000 年代、中国の爆発的成長等により、工作機械のグローバル競争の舞台が先進

国市場に加えて新興国市場にも拡がり、欧州メーカーが中国工作機械需要の将来的な高

度化を見越し現地生産を進め、韓国メーカー等も高付加価値帯に参入する中、日本メー

カーはグローバル生産、自動車・航空機・資源等の高付加価値部門の取込み、工作機械

の販売とソリューション・ビジネスのミックスにより競争優位を維持しようとしてきた。 

２．工作機械メーカーのソリューション・ビジネスとは、「工作機械の販売に加えて、顧客

の製造に関する課題を探求し、解決方法を提案するサービスを提供する」ことで顧客の

囲込みと収益増を図る事業であり、山田(2005)はそれを総合エンジニアリングの提供、

遠隔監視・メンテナンスの二つに類型化した。その類型化を踏まえ、鈴木他(2009)はヤ

マザキマザックの事例研究を行い、同社が①顧客の現行生産方式と改善目標を確認、②

顧客提供の図面・素材を使用し加工方法を開発、③工作機械・搬送装置・周辺装置を含

む生産ラインを設計、④顧客と最終的な生産方式を確定、⑤工作機械等機器及び生産管

理ソフトウェア等を調達し生産システムを一括納入、⑤アフターサービスとしてシステ

ムの遠隔監視・メンテナンスを実施していると報告する。 

３．しかしながら、鈴木他(2009)はソリューション・ビジネスに関する貴重な研究である

が、現在、工作機械産業が直面するパラダイム・シフトである第４次産業革命前の研究

であり、工作機械ビジネスが生産のデジタル化に伴い如何に変わるかを踏まえたもので

はない。また、ヤマザキマザックの一事例研究であり、当該事例(2002 年の日野自動車の

少品種大量生産から多品種変量生産への生産体制転換)で遠隔監視・メンテナンスのサー

ビス提供が本格実施されていたとの報告は、当時の通信技術水準を考えると疑義が残り、

ロボット革命イニシアティブ協議会(2016)は現時点でも遠隔監視等は事業化に至ってい

ないとする。第４次産業革命でソリューション・ビジネスは如何に変わるのだろうか。 

４．第４次産業革命はソリューション・ビジネスを含む工作機械ビジネスを根底から変え

るパラダイム・シフトである(本稿では第４次産業革命を生産システム革命と捉え、

“Industrial Internet”を含まない形で論ずる)。ドイツはＩoＴ(“Internet of Things“)

とＦＡ(“Factory Automation“)の融合により「スマート・ファクトリー」を実現し、さら
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にスマート・ファクトリーをネットワークでつなぎ国全体を一つのスマート・ファクト

リー化することで、変動する市場ニーズに迅速・的確に対応する変種変量生産を実現し

ようとしている。これは工場を超えた企業・社会単位での究極のＦＡ化であり、第４次

産業革命前後で生産システムにおける物的部分とＩＴ部分の関係は革命的に変貌する。 

５．従来のＦＡ化では、生産現場のフィールド機器を制御するＰＬＣ、各工場での生産実

行管理を行うＭＥＳにより、工場単位で自動化が追求されてきた。工作機械メーカーは、

顧客の生産ラインで用いられる工作機械の受注を巡り競争を展開、生産ラインのＦＡ化

で工作機械以外に必要となる搬送装置・周辺装置を併せて納入してきた。生産システム

のＩＴ部分に関しては、工作機械メーカーは個別機器の実行管理に必要なソフトウェア

は提供しても、工場で生産実行管理を行うＭＥＳはソリューション・プロバイダーの事

業領域としてきた。ましてや、生産管理・在庫管理・会計管理・販売管理を統合管理す

るＥＲＰは工作機械メーカーの”out of reach”だった。工作機械メーカーは顧客の生産シ

ステムのうち物的部分に関与を集中、ＩＴ部分への関与を納入機器の制御に限ってきた。 

             図１ 製造業のＩＴシステム 
   ＥＲＰ(Enterprise Resource Planning) 

(生産管理・在庫管理・会計管理・販売管理を統合管理

するシステム) 
   ＭＥＳ(Manufacturing Execution System) 
  ・基幹システムの指示する生産計画を受けて、最適化さ

れた形で個別機器を連携し生産ラインの実行・管理を

実施、活動結果はフィードパック。 

・経営者は最新の生産状況と市場需要動向を踏まえ生

産・販売計画を最適化、改めて生産現場に指示 

・生産現場は計画修正に対応してＭＥＳにより生産活動

を改めて最適化 

ＰＬＣ制御システム 
・ＰＬＣ(Programmable Logic Control)により個別機器

のリレーやタイマー等を制御、機器をコントロール 

・ＰＬＣ制御される機器を情報システムに接続、集中的

にコントロールし生産ラインの全工程を自動化 
個別設備・機器 

(導入年代・製造会社が異なり通信規格・管理機器は非統一)  
       (出所)筆者作成 

６．一方、第４次産業革命では、工場・生産ラインのＦＡ化・ＩＴ化を超えた「生産のデ

ジタル化」が追求されている。第一に、製造業のＩＴシステムにおいてＥＲＰ、ＭＥＳ、

ＰＬＣを垂直統合し、市場ニーズに応じて企業全体の生産計画を機動的に見直し、生産

ラインをコンピュータにより最適制御、柔軟な生産・出荷を行う、第二に、製品・設備

にＩＣタグやバーコードを装着、それらをセンサーやカメラで読み取って通信で結び、

センサー等から得たデジタル情報をクラウド上でリアルタイムに収集・分析、生産ライ

ンを解析結果に基づき最適制御すること(ＣＰＳ: Cyber Physical System)が目標とされ
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る。ここでは、生産システムの重心が物的部分からＩＴ部分にシフトし、仮想空間にお

けるシミュレーションにより最適生産を絶えず割り出して物的生産システムに実行指示

するＣＰＳが、製造業の付加価値の大きな部分を産み出すことが期待されている。 

      図２ ＣＰＳにおける現実世界と仮想世界の対応関係 

   

(出所)筆者作成 

７．生産システムの構造的変化は工作機械ビジネスを一変させる。従来、製造企業の競争

力は物的システムにあり、工作機械メーカーは工作機械・搬送装置・周辺装置等の最適

組合せを顧客に提案(総合エンジニアリング)、工作機械等を一式調達し、生産システム

をターンキー納入してきた。しかし、スマート・ファクトリーで製造企業の競争力が物

的部分からＩＴ部分にシフトすれば、生産システム関連ビジネスにおいて工作機械メー

カーは、ＩＴシステムを開発・納入するシステム・ソリューション・プロバイダーに付

加価値を奪われることなる。工作機械メーカーは物的システムを納入するだけの、シー

メンス、ＳＡＰ等の下請になってしまわないか。引き続き競争優位を維持するには、シ

ステム・ソリューション・プロバイダーへの対抗力を強化しなければならない。 

８．第一に、生産のデジタル化後も物的システムの優劣が生産システムの効率性を左右す

る以上、優れた物的システムを考案し、所要の工作機械等を一式調達しシステム納入で

きる工作機械メーカーはシステム・ソリューション・プロバイダーの不可欠のパートナ

ーである。そのために工作機械メーカーは総合工作機械メーカー化し、顧客の如何なる

求めに対しても、最適組合せの生産関連設備・機器を一式調達し、生産システムとして

一括納入できる能力を獲得することが対抗策となる。 

９．第二に、工作機械メーカーもスマート・ファクトリーのＩＴシステム構築に関与する

ことが対抗策となる。プロバイダーはＩＴシステムの統合について工作機械メーカーの

及ばない技術・ノウハウ・経験を有するが、生産現場で工作機械等を連携させて生産ラ

インを最適な形で実行・管理させる技術とノウハウを有するのは工作機械メーカーであ

り、物的システムとＩＴシステムのベスト・ミックスに優れたパフォーマンスを発揮す
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る余地がある。仮にシステム・ソリューション・プロバイダーと工作機械メーカーが顧

客のスマート・ファクトリー化を共同提案・構築・サポートする体制が整えられれば、

日本製造企業と欧米ＩＴ企業の新たな国際提携が生まれることとなろう。 

10．以上、第４次産業革命に伴うソリューション・ビジネスを含む工作機械ビジネスの変

化について、鈴木他(2009)等の先行研究の射程を企業ヒアリングに基づき吟味しつつ明

確化し、スマート・ファクトリーにおいて工作機械メーカーが欧米ＩＴメーカーと如何

なるライバル関係やアライアンス関係を築く可能性があるかを考察する。 
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